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はじめに

　上場企業には、株主をはじめとする多くの利害関係者に対し、決算・財務情
報等を報告（財務報告＝ディスクロージャー）することが法令等により義務付
けられています。その報告のしかたも法令等により細かくルールが決まってお
り、上場企業の経理・財務、ＩＲ、経営企画部門等、財務報告に関わる方にとっ
て、必要不可欠な知識となっています。
　財務報告実務検定・開示様式理解編は、「金融商品取引法」「証券取引所の有
価証券上場規程等」「会社法」という財務報告が拠り所とする３分野を、効率的・
体系的に学ぶことができるわが国唯一の試験であり、本検定試験の学習を通じ
て、各種ディスクロージャー書類の目的、作成要領、データの関連性のみなら
ず、決算・財務報告プロセスに必要な内部統制までを広範囲、体系的かつ自然
に理解することができるように設計されています。
　このような特徴をもつ財務報告実務検定・開示様式理解編は、これまで多数
の上場企業のディスクロージャー関連部門の方、監査法人所属の公認会計士の
方々に受験いただきましたが、このほど、本検定試験の受験を志す方がより効
率的に学習を進めていただけるよう、かねてからご要望の強かった公式問題集
を出版させていただくことになりました。
　本問題集は、重要論点をカバーするために創作された問題を中心に、一部過
去問題を加えた「択一問題 100 問、総合問題９問」により構成されています。
本問題集を学習することで、財務報告実務検定・開示様式理解編における重要
論点が一通り学習できるように工夫されています。
　また、本問題集では、問題の各選択肢すべてについて、正答を導き出すのに
必要十分な解説を付けているほか、「テーマ」と題し、その問題の主題につい
て適宜図表も用いながら簡潔にまとめています。財務報告のルールは精緻かつ
詳細なだけに、“木を見て森を見ず”とならないよう、テーマを参照すること
で重要な単元を確認しながら学習を進めるようにしてください。
　計算問題が中心となる総合問題においても、正答のみならずその計算のプロ
セスについてわかりやすく説明するとともに、適宜ディスクロージャーのルー
ルも言及するようにしています。
　本問題集を活用して財務報告実務を効率的に学習することで、財務報告実務
検定・開示様式理解編の合格を勝ち取っていただくことを心より祈念しており
ます。

一般社団法人   日本ＩＰＯ実務検定協会     財務報告実務検定事務局
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本書の使い方
　本書の構成は下記のとおりとなっております。

選択式問題

問題の意図に沿った解答を導
き出せるよう、計算ステップ
や考え方について解説してい
ます。

総合問題を解くうえでのポイ
ントを明示しています。

本番試験の類似問題を掲載し
ています。

試験範囲の中のどの分野に該
当するのかを特定しやすいよ
うに、テーマを明示するとと
もに、そのテーマの概要を解
説しています。

本試験の類似問題のほか、過
去問題を掲載しています。

すべての選択肢について、正
誤の理由を解説しています。

問 題 全体像

1 開示書類とその根拠法令の関係

次の中から、開示書類とその根拠法令の関係が不適切なものを１つ選択して
ください。

1 （開示書類）有価証券報告書（根拠法令）金融商品取引法
2 （開示書類）決算短信 （根拠法令）金融商品取引法
3 （開示書類）連結計算書類 （根拠法令）会社法
4 （開示書類）附属明細書 （根拠法令）会社法

テーマ 開示書類とその根拠法令等の関係

財務報告実務検定は、金融商品取引法・適時開示・会社法に基づくディ
スクロージャー制度を対象としています。各ディスクロージャー制度では、
次のような開示書類を作成します。

 

会社法
・（狭義の）招集通知
・事業報告
・連結計算書類
・計算書類
・株主総会参考書類

適時開示
・決算短信
・四半期決算短信
・コーポレート・ガ

バナンス報告書
・各種適時開示

金融商品取引法
・有価証券報告書
・四半期報告書
・有価証券届出書 等

 

 

正解▶2

1 ○ 有価証券報告書…金融商品取引法
有価証券報告書は、金融商品取引法に基づくディスクロージャー制度におい

て作成されます。

2 × 決算短信…適時開示
決算短信は、証券取引所によって要請される適時開示に基づくディスクロー 

ジャー制度において作成されます。この適時開示は、証券取引所ごとの有価証
券上場規程を根拠規程としています。

 

総合問題

テーマ キャッシュ・フロー計算書関係注記

連結キャッシュ・フロー計算書関係の注記は、連結キャッシュ・フロー計
算書における「現金及び現金同等物」と連結貸借対照表における「現金及び
預金」、「有価証券」勘定の関係を示す注記事項です。
連結貸借対照表の「現金及び預金」と「有価証券」の合計額から、連結キャッ
シュ・フロー計算書上の「現金及び現金同等物」に該当しない項目を除くこ
とで、連結キャッシュ・フロー計算書上の ｢現金及び現金同等物」の金額を
記載することになります。
なお、財務報告実務検定試験では、PC画面上の電卓を用いて計算すること

となるため、事前に操作に慣れておく必要があります。

  
  
  

  

 

    

 

   
     

 
 

 

 

 

 

 

《解答・解説》
連結キャッシュ・フロー計算書関係の注記は下記のようになります。

小問⑴ 20,000 百万円
「現金及び預金」並びに「有価証券」は、連結貸借対照表上の金額をそのま
ま記入します。

  
  
  

  

 

    

 

   
     

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 
掲記されている科目の金額との関係（X5年３月31日） 

現金及び預金 20,000
有価証券 15,000

計 35,000
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △500
MMFを除く有価証券 △5,000
現金及び現金同等物 29,500
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　CAT ㈱の当連結会計期間の決算日は、X 5 年 3 月 31 日である。
　下記資料より、有価証券報告書における（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
の注記に関する小問⑴～⑶に答えなさい。
　なお、単位は全て百万円である。

問 題 有価証券報告書

101 キャッシュ・フロー計算書関係注記

○資料１【連結貸借対照表】（一部抜粋）

○資料２【有価証券明細】

○資料３【定期預金明細】

○資料４【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】抜粋
６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動
性 の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クし か負わない短期的な投資です。

前連結会計年度
（X4年３月 31日）

当連結会計年度
（X5年３月 31日）

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 XX,XXX 20,000
　　受取手形及び売掛金 XX,XXX 85,600
　　有価証券 XX,XXX 15,000

区分 金額
MMF 10,000
3 ヶ月以内に満期が到来する社債（５年満期） 2,000
株式 3,000
　　合計 15,000

定期預金（名称） 預入期間 金額
A定期 X5年 1月 1日～X5年 6月 30日 200
B定期 X4年 6月 1日～X5年 5月 31日 300
C定期 X5年 3月20日～X5年 6月 10日 800
D定期 X4年 7月 1日～X6年 6月 30日 400
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■選択式問題の学習方法
　財務報告実務に関する知識が浅い方は、まず「テーマ」を読み、当該問題が
属する分野の概要をつかんでから問題にあたることをお勧めします。また、当
該分野についてより深く、幅広い知識を身に付けていただくには、適宜「財務
報告実務検定・開示様式理解編公式テキスト」（弊社刊、以下公式テキスト）
の該当箇所を参照してください。
　財務報告実務に関し一定の知識・経験を有する方は、まず問題を解いた上で、
間違えた箇所、知識があいまいな箇所について重点的に解説やテーマを読むよ
うにしてください。それでも疑問点等が解消しない場合には、公式テキストの
該当箇所を参照してください。

 
 
  

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 

 

 初学者の方

テーマ → （ 公式テキスト ） → 問題 → 解説

 一定の知識・経験を有する方

問題 → テーマ → 解説
  or
問題 → 解説 → テーマ

 

 

■総合問題の学習方法
　総合問題では、実際の財務報告書類の作成において必要な計算力や、各財務
報告書類間の数値の整合性の理解などが求められますので、いきなり解答を見
ずに、まずは自分で解答を考えてみてください。財務報告実務の知識・経験が
十分でない方は、まず解説を読んでから（解説だけでは不十分な場合には、公
式テキストの該当箇所を読んでから）解答を考えてみてください。

 
 
  

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

  

 知識・経験が十分でない方

問題 → 解説＆公式テキスト → 解答

 知識・経験が十分にある方

問題 → 解答 → 解説＆公式テキスト
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　有価証券報告書の連結損益計算書に関して、適切と思われる選択肢を１つ選 
びなさい。

1�　顧客へのサービスの提供を他の当事者に依頼するような場合に、企業
が代理人に該当する取引に関しては、収益の総額表示は適切でない。

2　株式交付費や社債発行費は、販売費及び一般管理費に計上する。
3　有価証券売却益は、必ず営業外収益の区分に記載される。
4　法人税等の更正による納付税額があれば、特別損失に計上する。

テーマ 【連結損益計算書】

　有価証券報告書の連結損益計算書は連結財務諸表の一つで、企業集団に
おける経営成績を表します。連結損益計算書の表示に関しては、連結財務
諸表規則に詳細に規定されています。まず様式については連結財規様式第
五号に規定されており、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費、営業
外収益、営業外費用、特別利益、特別損失に区分した上で、二期比較によ
り表示することとなります。売上総利益、営業利益、経常利益、税金等調
整前当期純利益といった段階利益に加え、最終利益である親会社株主に帰
属する当期純利益が記載されます。連結財務諸表規則には、代表的な科目
名が規定されており、独立掲記時の重要性の基準等も規定されています。

正解▶1

1　○　収益の総額表示・純額表示
　他の当事者が製造した製品を企業が顧客に販売する場合や、顧客へのサービ
スの提供を他の当事者に依頼するような場合に、企業が当該他の当事者によっ
て財またはサービスを提供されるように手配しているにすぎないときには企業
は代理人に該当すると判定され、その場合には、収益は純額で認識すべきとさ
れています（収益認識適用指針 40 項、41 項、42 項、135 項）。

2　×　営業外費用
　資金調達に関連する費用は営業外費用の区分に計上します。株式交付費や社

問 題 有価証券報告書／第 5　経理の状況

38 【連結損益計算書】
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有価証券報告書／第5　経理の状況

債発行費は資金調達に関連する費用です。よって、株式交付費や社債発行費は、
営業外費用に計上します。

3　×　有価証券の売却損益
　有価証券の売却損益は、保有目的区分ごと、売却の状況ごとに、営業損益、
営業外損益、特別損益の区分に計上します。たとえば、売買目的有価証券の売
却損益の場合、売買を主たる事業としていれば営業損益の区分に純額表示とな
り、売買を主たる事業としていなければ営業外損益の区分に純額表示にて計上
します。また、その他有価証券の売却損益の場合、臨時的な損益であれば特別
損益の区分に計上し、売却に経常性が認められれば営業外損益の区分に計上す
ることとなります。よって、問題文は「必ず」営業外収益の区分に記載される
としている点で誤りです。

4　×　税金費用
　法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税額がある場合には、当該
連結会計年度に係る法人税、住民税及び事業税の次に、その内容を示す名称を
付した科目をもって記載します。ただし、金額的重要性が乏しい場合には、当
該連結会計年度に係る法人税、住民税及び事業税に含めて表示することもでき
ます。いずれにしろ、特別損益に計上することはできません。
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　有価証券報告書における株主資本等変動計算書に関して、不適切と思われる
選択肢を１つ選びなさい。

1�　株主資本等変動計算書の当期変動額の欄に「新株の発行」が記載され
ている場合、必ず連結株主資本等変動計算書の当期変動額の欄にも「新
株の発行」についての記載がある。

2�　株主資本等変動計算書の科目名は、原則として「EDINET タクソノミ」
に基づく必要がある。

3�　当事業年度に係る定時株主総会で決議された剰余金の配当は、当事業
年度の株主資本等変動計算書の当期変動額の欄に記載される。

4�　株主資本項目以外の項目の当事業年度変動額は、それぞれの変動事由
ごとに記載しても、一括して記載する方法でも、どちらでもよい。

テーマ 【株主資本等変動計算書】

　有価証券報告書の株主資本等変動計算書は財務諸表の一つで、提出会社
における純資産（株主資本等）の変動を表します。株主資本等変動計算書
の表示に関しては、財務諸表等規則に詳細に規定されています。まず様式
については財規様式第七号に規定されており、純資産の部の各項目を横に
配置し、各項目ごとの期首残高、当期変動額、期末残高に区分した上で、
二期比較により表示することとなります。期首残高は前期の貸借対照表の
株主資本等の金額と必ず一致し、期末残高は当期の貸借対照表の株主資本
等の金額と必ず一致することとなります。

正解▶3

1　○　連結株主資本等変動計算書との関係
　単体の財務諸表は連結財務諸表に包含される関係にあることから、株主資本
等変動計算書に記載されている当期変動額の内容は、連結株主資本等変動計算
書の当期変動額の欄にも必ず記載されることとなります。

問 題 有価証券報告書／第 5　経理の状況

78 【株主資本等変動計算書】
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有価証券報告書／第5　経理の状況

2　○　EDINET タクソノミ
　株主資本等変動計算書の科目名は比較可能性確保のため、原則として

「EDINET タクソノミ」に基づく必要があります。

3　×　剰余金の配当
　当事業年度に係る定時株主総会で決議された剰余金の配当は、翌事業年度の
株主資本等変動計算書の当期変動額の欄に記載されます。なお、その配当に関
する内容は株主資本等変動計算書の注記事項となりますが、連結財務諸表作成
会社の場合の単体における注記は省略できることとされています。

4　○　株主資本項目以外の項目の当事業年度変動額
　株主資本項目以外の項目（評価・換算差額等、新株予約権）も、株主資本項
目と同様、当事業年度期首残高、当事業年度変動額及び当事業年度末残高に区
分して記載します。なお、当事業年度変動額は、一括して記載する方法で足り
るものの、株主資本項目と同様に、それぞれの変動事由ごとに記載しても構い
ません。
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　監査役会の監査報告書に関する下記の記述のうち、内容が適切な記述の個数
を、選択肢の中から選びなさい。

a�　計算書類及び連結計算書類については会計監査人の監査結果が優先される
ことから、監査役会の監査報告書は主に事業報告を対象とし、計算書類と連
結計算書類についての監査役会の監査意見が表明されることはない。

b�　監査報告書は監査役会としての意見を集約したものなので、各監査役の個
別の意見が記載されることはない。

c�　監査役会の監査報告書には後発事象が記載されるが、会計監査人の監査報
告書に記載されているものは除かれる。

1�　0 個
2　1 個
3　2 個
4　3 個

テーマ 監査報告書

　監査役会の監査報告書は、監査役及び監査役会の実施した監査の方法及
びその内容並びに監査の結果を株主に提供するために作成され、株主総会
の招集通知に添付されます。監査役の業務は取締役の職務執行を監査する
こととされており、具体的には業務監査と会計監査に分けられます。
　監査役会の監査報告書は、業務監査の結果と会計監査の結果が記載され、
会計監査人設置会社の場合には、会計監査の結果は会計監査人の監査の方
法及びその結果の相当性について判断するという点に特徴があります。
　監査役会の監査報告書の記載事項及び記載内容を整理しておくことが重
要です。

正解▶2

a　×　監査役会の監査意見の範囲
　監査役会の監査報告書には、次の３項目が記載されます。

問 題 計算書類等

100 監査報告書
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①事業報告等の監査結果
②計算書類及びその附属明細書の監査結果
③連結計算書類の監査結果
このうち②及び③に関しては、会計監査人の監査の方法及びその結果の相当

性を監査役会が判断し、会計監査人の監査の方法又はその結果が相当でないと
認めた場合において、その旨とその理由を記載しなければなりません（会社計
算規則 127 条 2 号、128 条 2 項 2 号）。

b　×　各監査役の意見
　監査役会の監査報告書は、監査役会の意見が記載されます。会社法上におい
て監査役は独任制の機関とされており、監査役それぞれが監査を行い監査報告
書を作成した上で、監査役会の監査報告書としてまとめてもかまわないと解さ
れています。ここで、監査役会の意見と監査役の個別の意見が異なる場合、意
見の異なる監査役は、その異なる意見を監査役会の監査報告書に付記すること
ができます（会社法施行規則 130 条 2 項後段、会社計算規則 128 条 2 項後段）。

c　○　後発事象
　重要な後発事象がある場合、監査役会の監査報告書にその内容を記載しなけ
ればなりませんが、会計監査人の監査報告書に記載されているものを除くとさ
れています（会社計算規則 127 条 3 号）。

以上より、正しい記述は 1 個（cのみ）なので、選択肢2が正解となります。
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